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１．平成19年９月中間期の連結業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）
 売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
19年９月中間期 47,673 △0.9 1,943 △6.9 1,843 △10.3 649 △38.9
18年９月中間期 48,084 6.6 2,087 8.7 2,055 10.1 1,062 13.4
19年３月期 101,860 － 4,552 － 4,444 － 2,287 －

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

円 銭 円 銭
19年９月中間期 17 82  －
18年９月中間期 29 16  －
19年３月期 62 80  －

（参考）持分法投資損益 19年９月中間期 54 百万円 18年９月中間期 44 百万円 19年３月期 93 百万円

(2）連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
19年９月中間期 84,710 29,254 34.5 803 25
18年９月中間期 85,159 27,806 32.7 763 45
19年３月期 90,372 28,762 31.8 789 73

（参考）自己資本 19年９月中間期 29,254百万円 18年９月中間期 27,806百万円 19年３月期 28,762百万円

(3）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円
19年９月中間期 △9 △181 △28 2,404
18年９月中間期 221 △280 681 2,282
19年３月期 3,006 △1,641 △402 2,622

２．配当の状況

 1株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭
19年３月期 5 00 9 00 14 00

20年３月期 5 00 －

20年３月期（予想） － 7 00 12 00

（注）19年3月期期末配当金9円00銭は、普通配当6円00銭と第40期記念配当3円00銭であります。

３．平成20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 101,900 0.0 4,600 1.1 4,400 △1.0 2,000 △12.5 54 92

－ 1 －



４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

(2）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　無
（注）詳細は、16ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。

(3）発行済株式数（普通株式）
①期末発行済株式数　

（自己株式を含む）
19年９月中間期 36,436,125株 18年９月中間期 36,436,125株 19年３月期 36,436,125株

②期末自己株式数 19年９月中間期 16,938株 18年９月中間期 14,167株 19年３月期 15,748株

（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、28ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成19年９月中間期の個別業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）
 売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
19年９月中間期 42,911 △0.9 1,739 △1.8 1,745 △2.8 672 △28.3
18年９月中間期 43,285 5.6 1,770 △6.8 1,795 △3.7 938 △13.9
19年３月期 91,481 － 3,644 － 3,579 － 1,900 －

１株当たり中間
（当期）純利益

円 銭
19年９月中間期 18 46
18年９月中間期 25 74
19年３月期 52 16
(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 80,529 27,306 33.9 749 77
18年９月中間期 80,964 26,096 32.2 716 50
19年３月期 85,597 26,790 31.3 735 59

（参考）自己資本 19年９月中間期 27,306百万円 18年９月中間期 26,096百万円 19年３月期 26,790百万円

２．平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 92,000 0.6 3,700 1.5 3,600 0.6 1,600 △15.8 43 93

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報およ

び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により異なる可

能性があります。

　業績予想の前提となる仮定等については、平成19年10月12日公表の「業績予想の修正に関するお

知らせ」および本資料の4ページ「１．経営成績（1）経営成績に関する分析　ｂ.通期の見通し」を

ご参照ください。
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１．経営成績
 

(1）経営成績に関する分析

a.当期の経営成績

　当中間連結会計期間（当社第41期中間期）のわが国経済は、原油をはじめとする原材料価格の

高止まりや金利上昇懸念などの不安材料はあったものの、企業収益の改善を背景に設備投資は堅

調に増加し、また、雇用環境の改善等により個人消費の持ち直しが見られるなど、総じて回復基

調が続きました。

　一方、当企業集団を取り巻く建設業界におきましては、公共事業の縮減傾向が続いたことと合

わせて、比較的堅調であった民間建設需要も建築基準法改正などの影響により失速した感は否め

ず、需要環境は依然として厳しい状況が続きました。

　このような経営環境のもとで当企業集団は、建設機械の賃貸を行う子会社群との連携を強化し、

建設仮設材、建設機械賃貸のマーケットシェア拡大を図る一方、工場における生産性を向上させ

ることで保有在庫の運用効率を高め、原価の抑制に努めたほか、収益の確保を図ってまいりまし

た。

　仮設周辺事業分野における取り組みといたしましては、※1「スチールセグメント」、※2「袋

付セグメント」などの鋼製加工製品、請負工事の拡販を積極的に展開したほか、施工本部におい

ては工務部ソイル・ＧＳＳグループをソイル・ＧＳＳ部に昇格させ、※3「ソイルセメント柱列壁

工法」および※4「ＧＳＳ工法」の品質管理体制の一層の強化を図ってまいりました。

　また、連結子会社㈱レクノスが神戸営業所と大阪営業所を統合したほか、同㈱レンタルシステ

ム東北が山形営業所を移転いたしました。

　以上の諸施策を実施いたしました結果、当中間連結会計期間の売上高は、建設需要が減少傾向

にある厳しい環境下において、476億73百万円とほぼ前年並みの水準を確保いたしました。しかし

ながら、利益面では、売上総利益は前年同期と比較して増益を確保したものの、貸倒引当金繰入

額が増加したことなどにより、経常利益は18億43百万円と前年同期比10.3％の減益となりました。

また、特別損失として大口得意先の倒産による貸倒引当金繰入額など4億38百万円を計上した結果、

中間純利益におきましては6億49百万円と前年同期比38.9％の減益となりました。

※1「スチールセグメント」は、複数を組み上げると円柱形となる鋼製加工製品で、主に下水道や地下鉄などシー

ルドトンネルの骨組みとして使用されます。当社東京工場、大阪工場においては、『鋼製セグメントの製造』

に関して、品質マネジメントシステムの国際規格であるISO9001認証を取得しています。また、上記2工場およ

び当社名古屋工場は、（社）日本下水道協会の認定工場となっています。

※2「袋付セグメント」は、スチールセグメントの外面にナイロン製の袋を取り付けたものです。主にシールドト

ンネル工事の曲線部で使用され、施工時にグラウト材で袋を膨らまし、外周地盤とスチールセグメントとの隙

間を塞ぐことでスチールセグメントを固定し、トンネルを掘削するシールドマシーンの曲線部でのスムーズな

推進を可能とします。

※3「ソイルセメント柱列壁工法」は、土留め工事の中で広く普及している工法の一つです。同工法では、地面に

ドリルで掘削した穴にセメントミルクを注入、存置する土とセメントミルクを攪拌した後、その中に鋼材を建

て込み、地中に連続したセメントの柱（壁）を構築する工法です。

※4「ＧＳＳ工法」（ジェコソイルシステム工法）は、土留め工事のひとつであるソイルセメント柱列壁工事の際

に発生する産業廃棄物を低減することを可能とした新工法です。同工法は、工法特許を取得しているほか、同

工法に使用する「ジェコソイルシステム」は、（社）日本建設機械化協会の建設技術審査証明を取得していま

す。
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b.通期の見通し

　今後の見通しといたしましては、建築基準法の改正等の影響により民間建築物件の発注に遅れ

が見られるなど、受注環境は一層厳しさを増すものと思われます。

　また、鋼材市況価格は海外需要が旺盛であることから、国内マーケットに品薄感があり、当分

上昇基調が続くことが予想されるなど、収益環境も改善が期待できない状況にあります。

　こうしたなか、当企業集団はグループ間での営業情報の共有を徹底し、商機の確実な取り込み

を図ってまいります。

　また、採算性を重視した選別受注、鋼製加工製品、請負工事等の収益向上を図るため、生産性

を一層高めてまいります。

　以上により、通期連結売上高は1,019億円、営業利益は46億円、経常利益は44億円、当期純利益

では20億円を見込んでおります。

(2）財政状態に関する分析

①資産の状況

当中間連結会計期間末における資産の部は、前連結会計年度末と比較して56億62百万円

（6.3％）減少し、847億10百万円となりました。これは主に受取手形及び売掛金が47億66百万円

減少したことによるものであります。

②負債の状況

当中間連結会計期間末における負債の部は、61億53百万円（10.0％）減少し、554億56百万円と

なりました。これは主に、支払手形及び買掛金が56億13百万円減少したことによるものでありま

す。

③純資産の状況

当中間連結会計期間末における純資産の部は、3億28百万円（1株あたり9円）の期末配当を行っ

た一方、中間純利益を6億49百万円計上したことなどにより、292億54百万円となり、自己資本比

率は34.5％（対前期末比2.7％増）となりました。

④キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末と比

較して△2億17百万円減少（△8.3％）し、24億4百万円となりました。

　なお、各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

 (営業活動によるキャッシュ・フロー)

 当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益

を14億4百万円確保したものの、仕入債務の減少額が売上債権の減少額を上回ったことに加え、

前連結会計年度の法人税等の支払額が12億51百万円となったことにより、△9百万円（前年同期

2億21百万円）となりました。

 (投資活動によるキャッシュ・フロー)

 当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは△１億81百万円（前年同期

△2億80百万円）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が１億79百万円と

なったことによるものであります。

  (財務活動によるキャッシュ・フロー)

 当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは△28百万円（前年同期6億

81百万円）となりました。これは主に、運転資金の一部として短期借入金が3億円増加した一方、

配当金3億27百万円を支払ったことによるものであります。
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    キャッシュ・フロー指標のトレンド

平成18年3月期 平成18年9月期 平成19年3月期 平成19年9月期

　自己資本比率 31.0% 32.7% 31.8% 34.5% 

　時価ベースの

　自己資本比率
35.4% 29.0% 28.1% 27.3% 

　債務償還年数 4.5年 42.4年 5.9年 ― 

　インタレスト・

　カバレッジ・レシオ
22.0 2.6 15.0 ―

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※1.各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

2.株式時価総額は、期末株価終値×発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。

3.営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー

を使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利息を支払ってい

る全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の

利息の支払額を使用しております。

4.債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するために2倍しており

ます。

5.当中間連結会計期間の債務償還年数およびインタレスト・カバレッジ・レシオは、営業活動による

キャッシュ・フローがマイナスとなったため記載しておりません。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

 当社は、株主に対する利益還元を経営の重点課題として位置付けておりますが、財務体質強化、

将来の生産設備の拡充に備えつつ、継続的安定配当を目的とし、内部留保にも留意してまいります。

以上の基本方針に基づき、当期の中間配当金は1株あたり5円、期末配当金は7円の年間配当金12円

を予定しております。

２．企業集団の状況

　　最近の有価証券報告書（平成19年6月28日提出）における「事業系統図（事業の内容）」および

「関係会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略します。

３．経営方針

(1）会社の経営の基本方針、（2）目標とする経営指標、（3）中長期的な経営戦略と対処すべき課題

以上の項目につきましては、平成18年10月26日に開示した「平成19年3月期 中間決算短信（連

結）」により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略します。

当該開示資料は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

（当社ホームページ）

  　http://www.gecoss.co.jp

（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ））

  　http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html
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４．中間連結財務諸表
(1) 中間連結貸借対照表

  
前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

対前年度　
末比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
（百万円）

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

現金及び預金   2,289   2,412   2,629  △217

受取手形及び
売掛金

※４  31,762   30,006   34,771  △4,766

たな卸資産   25,715   26,706   26,844  △138

その他 ※３  2,077   1,898   2,290  △392

貸倒引当金   △379   △505   △460  △45

流動資産合計   61,465 72.2  60,517 71.4  66,075 73.1 △5,558

Ⅱ　固定資産            

有形固定資産 ※１           

賃貸用
建設機械

 1,625   1,186   1,387    

建物及び
構築物

 3,790   3,663   3,744    

土地  13,618   13,671   13,661    

その他  1,402 20,435 24.0 1,254 19,774 23.3 1,331 20,123 22.3 △348

無形固定資産   229 0.3  225 0.3  250 0.2 △25

投資その他の
資産

           

投資有価証券  1,192   2,403   2,125    

その他  2,844   3,142   2,726    

貸倒引当金  △1,006 3,030 3.6 △1,350 4,194 5.0 △926 3,925 4.3 270

固定資産合計   23,694 27.8  24,193 28.6  24,297 26.9 △104

資産合計   85,159 100.0  84,710 100.0  90,372 100.0 △5,662
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前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

対前年度　
末比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
（百万円）

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

支払手形及び
買掛金

※４  30,660   29,781   35,394  △5,613

短期借入金   14,850   17,550   17,250  300

一年内返済予定
の長期借入金

  3,900   －   －  －

引当金   710   680   913  △233

その他   3,829   3,603   4,123  △520

流動負債合計   53,949 63.3  51,614 60.9  57,680 63.8 △6,066

Ⅱ　固定負債            

長期借入金   －   600   600  －

再評価に係る
繰延税金負債

  2,212   2,210   2,212  △2

退職給付引当金   593   434   503  △69

役員退職慰労
引当金

  303   344   324  20

その他   295   254   290  △36

固定負債合計   3,403 4.0  3,842 4.6  3,930 4.3 △88

負債合計   57,352 67.3  55,456 65.5  61,610 68.2 △6,153

            

（純資産の部）            

Ⅰ　株主資本            

資本金   4,398 5.2  4,398 5.2  4,398 4.9 －

資本剰余金   4,596 5.4  4,596 5.4  4,596 5.1 －

利益剰余金   20,484 24.1  21,852 25.8  21,528 23.8 324

自己株式   △7 △0.0  △9 △0.0  △8 △0.0 △1

株主資本合計   29,470 34.6  30,836 36.4  30,513 33.8 323

Ⅱ　評価・換算
差額等

           

その他有価証券
評価差額金

  219 0.3  297 0.3  126 0.1 171

繰延ヘッジ損益   △7 △0.0  － －  － － －

土地再評価差額金   △1,876 △2.2  △1,879 △2.2  △1,876 △2.1 △3

評価・換算
差額等合計

  △1,664 △2.0  △1,582 △1.9  △1,750 △1.9 168

純資産合計   27,806 32.7  29,254 34.5  28,762 31.8 491

負債純資産合計   85,159 100.0  84,710 100.0  90,372 100.0 △5,662

            

ジェコス㈱（9991）平成 20 年 3 月期 中間決算短信

－ 7 －



(2) 中間連結損益計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
（百万円）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   48,084 100.0  47,673 100.0 △410  101,860 100.0

Ⅱ　売上原価   40,162 83.5  39,664 83.2 △497  85,166 83.6

売上総利益   7,922 16.5  8,009 16.8 87  16,694 16.4

Ⅲ　販売費及び
一般管理費

           

貸倒引当金
繰入額

 29   115    151   

給与諸手当  2,007   2,041    4,520   

賞与引当金
繰入額

 483   501    673   

退職給付費用  141   130    279   

賃借料  448   468    910   

減価償却費  202   211    424   

その他  2,525 5,835 12.1 2,600 6,066 12.7 231 5,186 12,142 11.9

営業利益   2,087 4.3  1,943 4.1 △144  4,552 4.5

Ⅳ　営業外収益            

受取利息  2   3    4   

受取配当金  5   6    23   

受取保険金  10   －    －   

会員権貸倒
引当金戻入額

 12   －    －   

損害賠償金
収入

 －   10    －   

持分法による
投資利益

 44   54    93   

その他  16 89 0.2 28 101 0.2 13 42 161 0.2

Ⅴ　営業外費用            

支払利息  90   123    200   

手形売却損  30   48    68   

その他  0 120 0.2 31 202 0.4 82 1 270 0.3

経常利益   2,055 4.3  1,843 3.9 △213  4,444 4.4

Ⅵ　特別利益            

固定資産
売却益

 4   －    4   

関係会社株式売
却益

 －   －    3   

会員権貸倒
引当金戻入額

 －   －    20   

退職給付引当金
戻入益

 2   －    4   

前期修正益  10   －    10   

その他  3 19 0.0 － － － △19 3 43 0.0
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前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
（百万円）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別損失            

固定資産処分損 ※１ 14   －    55   

会員権処分損  7   －    7   

投資有価証券
評価損

 －   63    1   

減損損失 ※２ －   5    －   

貸倒引当金
繰入額

 －   370    －   

工事損失
引当金繰入額

 70   －    70   

その他  7 98 0.2 － 438 1.0 340 16 150 0.1

税金等調整前中
間（当期）純利
益

  1,976 4.1  1,404 2.9 △571  4,337 4.3

法人税、住民税
及び事業税

 547   619    1,757   

法人税等調整額  366 914 1.9 137 755 1.5 △158 292 2,049 2.0

中間（当期）
純利益

  1,062 2.2  649 1.4 △413  2,287 2.2
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高

　　　　　（百万円）
4,398 4,596 19,693 △6 28,680

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当   △219  △219

役員賞与の支給   △52  △52

中間純利益   1,062  1,062

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
     

中間連結会計期間中の変動額合計

　　　　　　（百万円）
－ － 791 △1 791

平成18年９月30日残高

　　　　　　（百万円）
4,398 4,596 20,484 △7 29,470

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金

評価・換算差額等

合計

平成18年３月31日残高

　　　　　（百万円）
308 － △1,876 △1,568 27,112

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △219

役員賞与の支給     △52

中間純利益     1,062

自己株式の取得     △1

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
△89 △7 － △96 △96

中間連結会計期間中の変動額合計

　　　　　　（百万円）
△89 △7 － △96 694

平成18年９月30日残高

　　　　　　（百万円）
219 △7 △1,876 △1,664 27,806
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当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高

　　　　　（百万円）
4,398 4,596 21,528 △8 30,513

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当   △328  △328

減損処理による

土地再評価差額金の取崩
  3  3

中間純利益   649  649

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
     

中間連結会計期間中の変動額合計

　　　　　　（百万円）
－ － 324 △1 323

平成19年９月30日残高

　　　　　　（百万円）
4,398 4,596 21,852 △9 30,836

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等

合計

平成19年３月31日残高

　　　　　（百万円）
126 △1,876 △1,750 28,762

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当    △328

減損処理による

土地再評価差額金の取崩
   3

中間純利益    649

自己株式の取得    △1

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
171 △3 168 168

中間連結会計期間中の変動額合計

　　　　　　（百万円）
171 △3 168 491

平成19年９月30日残高

　　　　　　（百万円）
297 △1,879 △1,582 29,254
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高

　　　　　（百万円）
4,398 4,596 19,693 △6 28,680

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当(注1）   △401  △401

役員賞与の支給(注2）   △52  △52

当期純利益   2,287  2,287

自己株式の取得    △2 △2

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
     

連結会計年度中の変動額合計

　　　　　　（百万円）
－ － 1,835 △2 1,833

平成19年３月31日残高

　　　　　　（百万円）
4,398 4,596 21,528 △8 30,513

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等

合計

平成18年３月31日残高

　　　　　（百万円）
308 △1,876 △1,568 27,112

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当(注1）    △401

役員賞与の支給(注2）    △52

当期純利益    2,287

自己株式の取得    △2

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
△183 － △183 △183

連結会計年度中の変動額合計

　　　　　　（百万円）
△183 － △183 1,650

平成19年３月31日残高

　　　　　　（百万円）
126 △1,876 △1,750 28,762

 （注1） 平成18年６月29日開催の株主総会決議における配当金支払額　219百万円

         平成18年11月22日開催の取締役会決議における配当金支払額　182百万円

  (注2)　前連結会計年度に係る利益処分項目であります。
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

１　税金等調整前中間（当期）純利益  1,976 1,404 4,337

２　減価償却費  530 523 1,099

３　減損損失  － 5 －

４　貸倒引当金の増加額
　　または減少額（△）

 △36 476 1

５　賞与引当金の増加額
　　または減少額（△）

 △190 △183 22

６　退職給付引当金等の増加額
　　または減少額（△）

 △110 △49 △179

７　役員賞与引当金の増加額
　　または減少額（△）

 － △50 50

８　工事損失引当金の増加額  70 － 11

９　受取利息及び受取配当金  △7 △9 △27

10　支払利息  90 123 200

11　持分法による投資利益  △44 △54 △93

12　賃貸用建設機械売却損
または売却益（△）

 △6 8 21

13　固定資産処分損  10 － －

14　投資有価証券評価損  － 63 1

15　関係会社株式売却益  － － △3

16　会員権処分損  7 － 7

17　売上債権の減少額
　　または増加額（△）

 1,274 5,001 △1,879

18　たな卸資産の減少額
　　または増加額（△）

 753 137 △376

19　その他の流動資産の減少額
　　または増加額（△）

 △116 △82 △40

20　破産債権、更生債権その他これらに
準ずる債権の減少額

　　または増加額（△）
 17 △449 59

21　仕入債務の増加額
　　または減少額（△）

 △2,111 △5,590 2,630

22　未払消費税等の増加額
　　または減少額（△）

 △79 △17 △46

23　その他の流動負債の増加額
　　または減少額（△）

 △293 105 △689

24　その他の固定負債の増加額
　　または減少額（△）

 11 △36 6

25　役員賞与の支払額  △52 － △52

26　その他  － 11 31

小計  1,692 1,337 5,091

27　利息及び配当金の受取額  9 22 45

28　利息の支払額  △84 △117 △200

29　法人税等の支払額  △1,396 △1,251 △1,930

営業活動によるキャッシュ・フロー  221 △9 3,006
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前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

１　定期預金の預入れによる支出  △6 △6 △6

２　定期預金の払戻しによる収入  38 6 38

３　賃貸用建設機械の取得による支出  △334 △25 △399

４　賃貸用建設機械の売却による収入  177 21 188

５　その他の有形固定資産の取得
による支出

 △146 △179 △394

６　その他の有形固定資産の売却に
による収入

 9 52 17

７　無形固定資産の取得による支出  △25 △10 △48

８　投資有価証券の取得による支出  △3 △3 △205

９　関係会社株式の取得による支出  － － △1,000

10　関係会社株式の売却による収入  － － 132

11　貸付けによる支出  － △0 △0

12　貸付金の回収による収入  10 7 18

13　その他の投資による支出  △16 △49 △37

14　その他の投資の回収による収入  17 6 53

投資活動によるキャッシュ・フロー  △280 △181 △1,641

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

１　短期借入金の純減少額（△）
または増加額

 900 300 3,300

２　長期借入れによる収入  － － 600

３　長期借入金の返済による支出  － － △3,900

４　自己株式の取得による支出  △1 △1 △2

５　配当金の支払額  △218 △327 △400

財務活動によるキャッシュ・フロー  681 △28 △402

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  － － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額または減
少額（△）

 623 △217 963

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  1,659 2,622 1,659

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末
　（期末）残高

 2,282 2,404 2,622
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１　連結の範囲に関する

　　事項

　子会社13社すべてを連結しておりま

す。

　主要な連結子会社は、㈱レクノス

及び㈱レンタルシステム東北であり

ます。

　子会社13社すべてを連結しておりま

す。

　主要な連結子会社は、㈱レクノス

及び㈱レンタルシステム東北であり

ます。

 

　子会社13社すべてを連結しておりま

す。

　主要な連結子会社は、㈱レクノス

及び㈱レンタルシステム東北であり

ます。

 

２　持分法の適用に関する

　　事項

　下記の関連会社２社に対する投資

について持分法を適用しており、持

分法適用範囲から除外した関連会社

はありません。

協友リース㈱

イースタンリース㈱

　下記の関連会社１社に対する投資

について持分法を適用しており、持

分法適用範囲から除外した関連会社

はありません。

協友リース㈱

　下記の関連会社１社に対する投資

について持分法を適用しておりま

す。

 

協友リース㈱

 平成18年12月31日付でイースタ

ンリース㈱の株式を譲渡したため、

当連結会計年度末においては、持

分法適用会社に該当いたしません。

なお、連結損益計算書においては、

中間期末日までの持分法投資損益

を計上しております。

 

３　連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項

　すべての連結子会社の中間決算日

は中間連結決算日と一致しておりま

す。

同左 　すべての連結子会社の決算日は連

結決算日と一致しております。

４　会計処理基準に関する

　　事項

   　

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

 　中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法

 （評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定しております。）

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。）

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左

デリバティブ

同左

 建設仮設材

　先入先出法による原価から定額法

により計算した減耗費を控除する方

法によっております。

建設仮設材

同左

建設仮設材

同左

 その他のたな卸資産

主として移動平均法による原価法

その他のたな卸資産

同左

その他のたな卸資産

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産

定率法

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（付属設備を除

く）及び一部の連結子会社が保有

する賃貸用建設機械については、

定額法

有形固定資産

定率法

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（付属設備を除

く）及び一部の連結子会社が保有

する賃貸用建設機械については、

定額法

有形固定資産

同左

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（付属設備を除

く）及び一部の連結子会社が保有

する賃貸用建設機械については、

定額法

  なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

 賃貸用建設機械 ５～９年

建物及び構築物 10～47年

賃貸用建設機械 ５～９年

建物及び構築物 10～47年

賃貸用建設機械 ５～９年

建物及び構築物 10～47年

  

 

 （会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、当中間連結会計期

間から平成19年4月１日以降に取

得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しております。これ

により、営業利益、経常利益及び

税金等調整前中間純利益は、それ

ぞれ8百万円減少しております。

 （追加情報）

 当社及び連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、当中間連結会計

期間から、平成19年3月31日以前

に取得した有形固定資産について

は、償却可能限度額まで償却が終

了した翌年から5年間で均等償却

する方法によっております。これ

により、営業利益、経常利益及び

税金等調整前中間純利益はそれぞ

れ36百万円減少しております。

 

 

 無形固定資産

定額法

無形固定資産

同左

無形固定資産

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(3）重要な引当金の

　　計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権及び破産更

生債権等については財務内容評価法

により回収不能見込額を計上してお

ります。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

 賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てるため、

支給見込額基準により計上しており

ます。

賞与引当金

同左

賞与引当金

同左

 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末において発生

していると認められる額を計上して

おります。

　過去勤務費用は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により

費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしております。

退職給付引当金

同左

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

　過去勤務費用は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により

費用処理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法に

より翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。

 役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間期末要支給額

を計上しております。

役員退職慰労引当金

同左

役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

 役員賞与引当金

－ 

役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。

役員賞与引当金

同左

 工事損失引当金

 　受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当中間連結会計期間末に

おける請負工事のうち損失の発生が

見込まれ、かつその金額を合理的に

見積もることができる請負工事につ

いて損失見込額を計上しております。

工事損失引当金

同左

工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備え

るため、当連結会計年度末における

請負工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつその金額を合理的に見積も

ることができる請負工事について損

失見込額を計上しております。 
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(4）重要なリース取引

　　の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

(5）重要なヘッジ会計

　　の方法

ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によることとして

おります。

ヘッジ会計の方法

同左

 ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ヘッジ方針

　金利スワップ取引に関する取引の

方針及びリスク管理に必要な事項を

定めた「金利スワップ取引管理規

則」に基づき、ヘッジ対象に係る金

利変動リスクを一定の範囲内でヘッ

ジしております。

ヘッジ方針

　金利スワップ取引に関する取引の

方針及びリスク管理に必要な事項等

を定めた「金利スワップ取引管理規

則」に基づき、ヘッジ対象に係る金

利変動リスクを一定の範囲内でヘッ

ジすることとしております。

ヘッジ方針

同左

 ヘッジ有効性の評価方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累計を半期ごと

に比較し、両者の変動額等を基礎に

して、ヘッジ有効性を評価しており

ます。

ヘッジ有効性の評価方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累計を半期ごと

に比較し、両者の変動額等を基礎に

して、ヘッジ有効性を評価すること

としております。

ヘッジ有効性の評価方法

同左

(6）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項

消費税等の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式を採用しております。

消費税等の処理方法

同左

消費税等の処理方法

同左

５　中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３か月以内に

償還期限の到来する短期投資

同左 同左
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

 当中間連結会計期間から、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号　平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号　平成17年12月９日）を適用しておりま

す。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は

27,814百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しております。

　―

 

 

 

 

 

 

 

 

  

　―

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

―

 

 

 

 

 

 

 

   

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

 当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部に相当する金額は、純資産

の部と同額であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。

 （役員賞与に関する会計基準）

　役員賞与は、従来、利益処分による利益剰

余金の減少として処理しておりましたが、当

連結会計年度から「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29

日）に基づき、発生時に費用処理しておりま

す。これにより、販売費及び一般管理費が50

百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益が同額減少しておりま

す。

 

追加情報

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　当中間連結会計期間末における請負工事に

おいて、損失の発生が見込まれ、かつその金

額を合理的に見積もることができる請負工事

が認識されたため、当中間連結会計期間から、

「工事損失引当金」を中間連結貸借対照表の

流動負債の「引当金」に含めて計上しており

ます。 

　なお、これにより税金等調整前中間純利益

は70百万円減少しております。

― 

 

 

 

 

 

 

 

  

 当連結会計年度末における請負工事において、

損失の発生が見込まれ、かつその金額を合理

的に見積もることができる請負工事が認識さ

れたため、当連結会計年度から、「工事損失

引当金」を連結貸借対照表の流動負債に計上

しております。 

　なお、これにより税金等調整前当期純利益

は11百万円減少しております。  
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度末
（平成19年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

            17,284百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

                  16,910百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

                  17,070百万円

　２　裏書手形譲渡高

   130百万円

　２　裏書手形譲渡高

      160百万円

　２　裏書手形譲渡高

         216百万円

※３　手形売却未収入金

流動資産の「その他」には、手形債権流

動化による留保部分が 983百万円含まれ

ております。なお、これに対応する手形

譲渡残高は 4,793百万円であります。

※３　手形売却未収入金

流動資産の「その他」には、手形債権流

動化による留保部分が 881百万円含まれ

ております。なお、これに対応する手形

譲渡残高は 4,390百万円であります。

※３　手形売却未収入金

流動資産の「その他」には、手形債権流

動化による留保部分が1,149百万円含まれ

ております。なお、これに対応する手形

譲渡残高は5,973百万円であります。

※４　中間連結会計期間末日満期手形

　　　の会計処理

 中間連結会計期間末日満期手形の会計処

理は、満期日に決済されたものとして処

理しております。当中間連結会計期間末

日（金融機関休業日）が満期日にあたり

同日決済されたものとして処理した満期

手形の金額は次のとおりであります。

 受取手形　　　　　443百万円

 支払手形　　　　2,590百万円

※４　中間連結会計期間末日満期手形

　　　の会計処理

 中間連結会計期間末日満期手形の会計処

理は、満期日に決済されたものとして処

理しております。当中間連結会計期間末

日（金融機関休業日）が満期日にあたり

同日決済されたものとして処理した満期

手形の金額は次のとおりであります。

 受取手形　　　　　   102百万円

 支払手形　　　　   1,275百万円

※４　連結会計年度末日満期手形の会計処理

連結会計年度末日満期手形の会計処理は、

満期日に決済されたものとして処理して

おります。

当連結会計年度末日（金融機関休業日）

が満期日にあたり同日決済されたものと

して処理した満期手形の金額は次のとお

りであります。

　　受取手形　　　　872百万円

　　支払手形　　　2,382百万円
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 ※１　固定資産処分損の内訳

賃貸用建設機械 4 百万円

建物及び構築物 0

機械装置及び

運搬具

5

工具、器具

及び備品

5

計 14

 ※１

―

 ※１　固定資産処分損の内訳

賃貸用建設機械 33 百万円

建物及び構築物 3

機械装置及び

運搬具

10

工具、器具

及び備品

9

計 55

※２　

―

※２　減損損失

　当中間連結会計期間において当企業集団は

以下の資産について減損損失を計上いたしま

した。

場所

 

 

用途

 

 

種類

 

 

減損

損失額

(百万円）

千葉県

松戸市

遊休資産

 

土地

 

　　5

 

　事業用資産、賃貸用不動産および遊休資産

について減損の兆候を検討した結果、上記の

遊休資産について将来における具体的な使用

計画がないため、路線価を基にした正味売却

価額により評価を行い、当該減少額を減損損

失として計上しております。

　なお、グルーピングの方法として、本業に

関わる事業用資産とその他の資産に分類し、

事業用資産に関しては地域別に、その他の資

産に含まれる賃貸用不動産および遊休資産に

関しては物件ごとにグルーピングを行ってお

ります。

※２

―
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

前連結会計年度末株
式数

当中間連結会計期間
増加株式数

当中間連結会計期間
減少株式数

当中間連結会計期間
末株式数

普通株式 36,436,125株 ―株 ―株 36,436,125株

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数

当中間連結会計期間
増加株式数

当中間連結会計期間
減少株式数

当中間連結会計期間
末株式数

普通株式 13,141株 1,026株 ―株 14,167株

　(注）自己株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 

定時株主総会 
普通株式 219 6円 平成18年3月31日 平成18年６月29日 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日予定日

平成18年11月22日 

取締役会 
普通株式 182 利益剰余金 5円 

平成18年

９月30日 

平成18年

　12月１日 
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当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

前連結会計年度末株
式数

当中間連結会計期間
増加株式数

当中間連結会計期間
減少株式数

当中間連結会計期間
末株式数

普通株式 　　　36,436,125株 　―株 　―株 　　　　36,436,125株

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数

当中間連結会計期間
増加株式数

当中間連結会計期間
減少株式数

当中間連結会計期間
末株式数

普通株式 　　　15,748株 　　 1,190株 　―株 　　　16,938株

　(注）自己株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年6月28日 

定時株主総会 
普通株式 328 　 9 円 平成19年3月31日 平成19年６月29日 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日予定日

平成19年11月22日 

取締役会 
普通株式  182　 利益剰余金  5円 

平成19年

９月30日 

平成19年

　11月26日 
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

前連結会計年度末株
式数

当連結会計年度増加
株式数

当連結会計年度減少
株式数

当連結会計年度末株
式数

普通株式 　　　36,436,125株 　―株 　―株 　　　　36,436,125株

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数

当連結会計年度増加
株式数

当連結会計年度減少
株式数

当連結会計年度末株
式数

普通株式 　　　13,141株 　　 2,607株 　―株 　　　15,748株

　(注）自己株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 

定時株主総会 
普通株式 219  6円 平成18年3月31日 平成18年６月29日 

平成18年11月22日 

取締役会 
普通株式 182  5円 平成18年9月30日 平成18年12月１日 

(2）基準日が当連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日予定日

平成19年6月28日 

定時株主総会 
普通株式 328 利益剰余金  9円 

平成19年

３月31日 

平成19年

６月29日 

 （注）第40期記念配当3円を含んでおります。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日）

現金及び預金勘定  2,289 百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金
―）     8 百万円

現金及び現金同等物  2,282百万円

現金及び預金勘定   2,412百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金

 

―）
   8百万円

現金及び現金同等物   2,404百万円

現金及び預金勘定   2,629百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金
―）     8 百万円

現金及び現金同等物   2,622百万円
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（リース取引関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間連結会計期間末

残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間連結会計期間末

残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および期末残高相当額

  

取得価額

相当額

(百万円)

 

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

 

中間連結

会計期間

末残高

相当額

(百万円)

賃貸用

建設機械
 18,333  6,127  12,207

機械装置及び

運搬具
 1,868  517  1,352

合計  20,202  6,643  13,558

  

取得価額

相当額

(百万円)

 

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

 

中間連結

会計期間

末残高

相当額

(百万円)

賃貸用

建設機械
 21,405  8,516  12,889

機械装置及び

運搬具
 2,038  771  1,267

合計  23,443  9,287  14,156

  

取得価額

相当額

(百万円)

 

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

 

期末残高

相当額

(百万円)

賃貸用

建設機械
 21,100  7,507  13,593

機械装置及び

運搬具
 1,981  628  1,354

合計  23,081  8,135  14,946

②　未経過リース料中間連結会計期間末残高

相当額

②　未経過リース料中間連結会計期間末残高

相当額

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内         2,940百万円

１年超        10,860百万円

合計        13,800百万円

１年以内         3,338百万円

１年超         11,080百万円

合計         14,418百万円

１年以内       3,319百万円

１年超        11,887百万円

合計        15,206百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額

③　支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額

③　支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額

支払リース料    1,596百万円

減価償却費相当額    1,423百万円

支払利息相当額       188百万円

支払リース料     1,958百万円

減価償却費相当額   1,714百万円

支払利息相当額      220百万円

支払リース料      3,414百万円

減価償却費相当額     3,034百万円

支払利息相当額      398百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をリー

ス契約上に残価保証の取決めがあるものは

当該残価保証額、それ以外のものは零とす

る定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　中間連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、満期保有目的の債券は保有していないため、該当事項はありません。

２　その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

　　区　分

 

 

前中間連結会計期間末

（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末

（平成19年９月30日）

前連結会計年度末

（平成19年３月31日）

取得原価
 中間連結

貸借対照表 

　計上額

差額 取得原価
 中間連結

貸借対照表 

　計上額

差額 取得原価
連結貸借

対照表

計上額

差額

（1）株式 328 690 362 1,270 1,760 491 1,330 1,537 208

（2）債券 － － － － － － － － －

①国債

　地方債等 － － － － － － － － －

②社債 － － － － － － － － －

③その他 － － － － － － － － －

（3）その他 － － － － － － － － －

計 328 690 362 1,270 1,760 491 1,330 1,537 208

 

　（注）　その他有価証券で時価のある株式について以下のとおり減損処理を行っております。

　　　　　　　前中間連結会計期間　  －百万円　

　　　　　　　当中間連結会計期間　　63百万円　

　　　　　　　前連結会計年度　　   　1百万円 　

　なお、当該株式の減損にあたっては、時価が取得原価より30パーセント以上下落している銘柄について、個別銘柄

ごとに、株式の取得時点、中間決算日（決算日）、中間決算日後（決算日後）における市場価格の推移および市場環

境の動向、最高値、最安値と購入価格との乖離状況、発行会社の業績等、時価下落の内的・外的要因を総合的に勘案

し、中間決算日後（決算日後）おおむね１年以内に時価が取得原価にほぼ近い水準にまで回復する見込みがあること

が合理的な根拠をもって予測できる場合のほかは、減損処理を行っております。

３　時価評価されていない主な有価証券

（単位：百万円）

区分

前中間連結会計期間末

（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末

（平成19年９月30日）

前連結会計年度末

（平成19年３月31日）

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 44 242 242
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（デリバティブ取引関係）

（前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度）

　中間連結財務諸表提出会社は、デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用しておりますので記載

を省略しております。また、連結子会社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありま

せん。

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

　中間連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、建設工事用仮設鋼材の賃貸及び販売等を主たる事業内容とし、

建設機械、事務用機器等、各建設現場における関連商品群を取扱い、仮設工事の設計、施工等の役務提供と一体

となった総合的な営業活動を行っております。

　これらの営業活動は、建設現場において仮設工事及びこれに関連して使用されるという取扱品目の性質及びエ

ンドユーザーはすべて建設会社であるという市場等の類似性を考慮すると、単一の事業分野に属しているものと

認識しており、事業分野が単一セグメントのため前中間連結会計期間、当中間連結会計期間、前連結会計年度と

も、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

ｂ．所在地別セグメント情報

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間、前連結会計年度とも、本邦以外の国または地域に所在する支店ま

たは連結子会社はないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

ｃ．海外売上高

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間、前連結会計年度とも、中間連結財務諸表提出会社及び連結子会社

の本邦以外の国または地域における売上高はないため、海外売上高の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額       763.45円             803.25円             789.73円

１株当たり

中間（当期）純利益          29.16円               17.82円 　          62.80円

１株当たり中間

（当期）純利益

 の算定上の基礎

中間純利益 1,062百万円

普通株主に

帰属しない金額
―) ―百万円

普通株式に係る

中間純利益
1,062百万円

期中平均株式数 36,423千株

（追加情報）

「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第４号）が平成18年１月31

日付で改正されたことに伴い、当中

間連結会計期間から繰延ヘッジ損益

の金額を普通株式に係る中間期末の

純資産額に含めております。

　なお、これによる当中間連結会計

期間末における１株当たりの純資産

額にあたえる影響は軽微であります。

中間純利益   649百万円

普通株主に

帰属しない金額
　―百万円

普通株式に係る中

間純利益
  649百万円

期中平均株式数  36,420千株

 当期純利益  2,287百万円

 普通株主に

 帰属しない金額
　―百万円

 普通株式に係る

 当期純利益
 2,287百万円

 期中平均株式数   36,422千株

潜在株式調整後

１株当たり中間

（当期）純利益

新株予約権等潜在株式がないため、

記載しておりません。

同左 同左
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５. 生産、受注及び販売の状況
(1）生産実績

ａ　製作加工及び修理実績

　当中間連結会計期間の製作加工及び修理実績を販売価格により示せば次のとおりであります。

　なお、「生産、受注及び販売の状況」に記載の金額には消費税等は含まれておりません。

区分 金額（百万円） 前年同期比（％）

製作・加工

建設仮設材 424 △46.3

製品 3,603 18.2

小計 4,027 5.0

修理 建設仮設材 924 4.0

合計 4,951 4.8

ｂ　工事施工実績

　当中間連結会計期間の工事施工実績を販売価格により示せば次のとおりであります。

区分 金額（百万円） 前年同期比（％）

杭打抜工事、山留架設工事 6,248 13.0

(2）受注状況

　受注生産を行っているスチールセグメント、Ｈ形支保工等の鋼製加工製品について当中間連結会計期間の受注状

況は以下のとおりであります。

区分 受注高（百万円） 前年同期比（％）
受注残高
（百万円）

前年同期比（％）

スチールセグメント等 3,871 △18.3 4,543 11.6

(3）取引形態別売上実績

　当中間連結会計期間の取引形態別売上実績を販売価格により示せば次のとおりであります。なお、当中間連結会

計期間において総売上高に対する売上実績の割合が100分の10以上の売上先はありません。

区分 金額（百万円） 前年同期比（％）

販売 26,364 △6.0

賃貸 10,874 3.9

工事 6,248 13.0

修理等 4,187 3.6

合計 47,673 △0.9
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６．中間個別財務諸表
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成18年９月30日）
当中間会計期間末

（平成19年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日）
対前期
末比

区分
注記
事項

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
（百万円）

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

現金及び預金   1,030   1,195   1,011  183

受取手形 ※４  9,267   6,788   10,412  △3,624

売掛金   20,712   21,615   22,398  △783

たな卸資産   25,640   26,628   26,775  △147

その他 ※３  2,745   2,563   2,939  △376

貸倒引当金   △644   △780   △721  △59

流動資産合計   58,751 72.6  58,008 72.0  62,814 73.4 △4,806

Ⅱ　固定資産            

有形固定資産 ※１           

土地  13,283   13,335   13,326    

その他  5,052 18,335 22.6 4,567 17,902 22.2 4,787 18,113 21.1 △211

無形固定資産   203 0.3  198 0.3  224 0.3 △26

投資その他の
資産

           

投資有価証券  1,220   2,451   2,227    

その他  3,216   3,054   2,887    

貸倒引当金  △760 3,675 4.5 △1,084 4,421 5.5 △668 4,445 5.2 △24

固定資産合計   22,213 27.4  22,521 28.0  22,783 26.6 △262

資産合計   80,964 100.0  80,529 100.0  85,597 100.0 △5,068
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前中間会計期間末

（平成18年９月30日）
当中間会計期間末

（平成19年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日）
対前期
末比

区分
注記
事項

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
（百万円）

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

支払手形 ※４  11,593   7,391   10,829  △3,439

買掛金   17,265   20,846   22,595  △1,749

短期借入金   14,850   17,550   17,250  300

一年内返済予定
の長期借入金

  3,900   －   －  －

未払法人税等   438   511   991  △480

引当金   594   560   791  △231

その他 ※２  2,999   2,710   2,600  110

流動負債合計   51,638 63.8  49,568 61.6  55,057 64.3 △5,489

Ⅱ　固定負債            

長期借入金   －   600   600  －

再評価に係る
繰延税金負債

  2,212   2,210   2,212  △2

退職給付引当金   540   372   446  △73

役員退職慰労
引当金

  202   231   220  11

その他   276   242   272  △31

固定負債合計   3,229 4.0  3,655 4.5  3,750 4.4 △95

負債合計   54,867 67.8  53,223 66.1  58,807 68.7 △5,583

            

（純資産の部）            

Ⅰ　株主資本            

資本金   4,398 5.4  4,398 5.5  4,398 5.1 －

資本剰余金            

資本準備金  4,596 4,596 5.7 4,596 4,596 5.7 4,596 4,596 5.4 －

利益剰余金            

（1）利益準備金  490   490   490    

（2）その他
　　利益剰余金

           

買換資産
特定積立金

 44   44   44    

特別償却
準備金

 7   1   2    

別途積立金  16,838   18,438   16,838    

繰越利益剰余金  1,395 18,774 23.2 928 19,901 24.7 2,180 19,554 22.8 348

自己株式   △7 △0.0  △9 △0.0  △8 △0.0 △1

株主資本合計   27,760 34.3  28,885 35.9  28,539 33.3 347

Ⅱ　評価・換算差額等            

その他有価証券
評価差額金

  220 0.2  299 0.4  128 0.2 172

繰延ヘッジ損益   △7 △0.0  － －  － － －

土地再評価差額金   △1,876 △2.3  △1,879 △2.4  △1,876 △2.2 △3

評価・換算差額等
合計

  △1,663 △2.1  △1,580 △2.0  △1,748 △2.0 169

純資産合計   26,096 32.2  27,306 33.9  26,790 31.3 515

負債純資産合計   80,964 100.0  80,529 100.0  85,597 100.0 △5,068
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
（百万円）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   43,285 100.0  42,911 100.0 △375  91,481 100.0

Ⅱ　売上原価   37,172 85.9  36,651 85.4 △520  78,794 86.1

売上総利益   6,114 14.1  6,259 14.6 145  12,687 13.9

Ⅲ　販売費及び一般
管理費

  4,344 10.0  4,520 10.5 177  9,043 9.9

営業利益   1,770 4.1  1,739 4.1 △32  3,644 4.0

Ⅳ　営業外収益            

受取利息  15   11    26   

その他  129 145 0.3 177 188 0.4 44 177 204 0.2

Ⅴ　営業外費用            

支払利息  89   122    199   

手形売却損  30   48    68   

その他  0 119 0.3 12 182 0.4 62 0 268 0.3

経常利益   1,795 4.1  1,745 4.1 △51  3,579 3.9

Ⅵ　特別利益 ※２  0 0.0  － － △0  113 0.1

Ⅶ　特別損失
※３
※４

 87 0.2  438 1.1 351  109 0.1

税引前中間
（当期）
純利益

  1,709 3.9  1,307 3.0 △402  3,583 3.9

法人税、住民
税及び事業税

421   523    1,390   

法人税等
調整額

350 771 1.8 111 634 1.4 △137 293 1,683 1.8

中間（当期）
純利益

  938 2.1  672 1.6 △265  1,900 2.1
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(3）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

株主資本

 
資本

剰余金 
利益剰余金

自己株式
資本金 

資本
準備金 

 利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

株主資本
合計

買換資産
特定積立金

特別償却
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高

　　　　　　（百万円）
4,398 4,596 490 45 21 15,338 2,204 18,099 △6 27,085

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当（注1）       △219 △219  △219

役員賞与の支給（注1）       △44 △44  △44

  買換資産特定積立金取崩

（注2）
   △0   0 －  －

特別償却準備金取崩（注3）     △15  15 －  －

別途積立金の積立（注1）      1,500 △1,500 －  －

中間純利益       938 938  938

自己株式の取得         △1 △1

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額

（純額）

          

中間会計期間中の変動額合計

　　　　　　　（百万円）
－ － － △0 △15 1,500 △810 675 △1 674

平成18年９月30日残高

　　　　　　　（百万円）
4,398 4,596 490 44 7 16,838 1,395 18,774 △7 27,760

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日残高

　　　　　　（百万円）
305 － △1,876 △1,571 25,515

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当（注1）     △219

役員賞与の支給（注1）     △44

買換資産特定積立金取崩

（注2）
    －

特別償却準備金取崩（注3）     －

別途積立金の積立（注1）     －

中間純利益     938

自己株式の取得     △1

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額

（純額）

△86 △7 － △93 △93

中間会計期間中の変動額合計

　　　　　　（百万円）
△86 △7 － △93 582

平成18年９月30日残高

　　　　　　（百万円）
220 △7 △1,876 △1,663 26,096

 （注1）平成18年６月29日開催の株主総会決議における利益処分項目であります。

 （注2）平成18年６月29日開催の株主総会決議における取崩額　　　 0百万円

 　　　 当中間会計期間における取崩額　　　　　　　　　　　　　 0百万円

 （注3）平成18年６月29日開催の株主総会決議における取崩額　　　10百万円

 　　　 当中間会計期間における取崩額　　　　　　　　　　　　　 5百万円
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当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

株主資本

 
資本

剰余金 
利益剰余金

自己株式
資本金 

資本
準備金 

 利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

株主資本
合計

買換資産
特定積立金

特別償却
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高

　　　　　　（百万円）
4,398 4,596 490 44 2 16,838 2,180 19,554 △8 28,539

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当       △328 △328  △328

  買換資産特定積立金取崩    △0   0 －  －

特別償却準備金取崩     △1  1 －  －

別途積立金の積立      1,600 △1,600 －  －

減損処理による土地再評価差

額金の取崩
      3 3  3

中間純利益       672 672  672

自己株式の取得         △1 △1

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額

（純額）

          

中間会計期間中の変動額合計

　　　　　　　（百万円）
－ － － △0 △1 1,600 △1,251 348 △1 347

平成19年９月30日残高

　　　　　　　（百万円）
4,398 4,596 490 44 1 18,438 928 19,901 △9 28,885

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等
合計

平成19年３月31日残高

　　　　　　（百万円）
128 △1,876 △1,748 26,790

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当    △328

買換資産特定積立金取崩    －

特別償却準備金取崩    －

別途積立金の積立    －

減損処理による土地再評価差

額金の取崩
   3

中間純利益    672

自己株式の取得    △1

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額

（純額）

172 △3 169 169

中間会計期間中の変動額合計

　　　　　　（百万円）
172 △3 169 515

平成19年９月30日残高

　　　　　　（百万円）
299 △1,879 △1,580 27,306
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

 
資本

剰余金 
利益剰余金

自己株式
資本金 

資本
準備金 

 利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

株主資本
合計

買換資産
特定積立金

特別償却
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高

　　　　　　（百万円）
4,398 4,596 490 45 21 15,338 2,204 18,099 △6 27,085

事業年度中の変動額

剰余金の配当（注1）       △401 △401  △401

役員賞与の支給（注2）       △44 △44  △44

  買換資産特定積立金取崩

（注3）
   △1   1 －  －

特別償却準備金取崩（注4）     △20  20 －  －

別途積立金の積立（注2）      1,500 △1,500 －  －

当期純利益       1,900 1,900  1,900

自己株式の取得         △2 △2

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
          

事業年度中の変動額合計

　　　　　　　（百万円）
－ － － △1 △20 1,500 △24 1,455 △2 1,453

平成19年３月31日残高

　　　　　　　（百万円）
4,398 4,596 490 44 2 16,838 2,180 19,554 △8 28,539

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日残高

　　　　　　（百万円）
305 △1,876 △1,571 25,515

事業年度中の変動額

剰余金の配当（注1）    △401

役員賞与の支給（注2）    △44

買換資産特定積立金取崩

（注3）
   －

特別償却準備金取崩（注4）    －

別途積立金の積立（注2）    －

当期純利益    1,900

自己株式の取得    △2

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
△178 － △178 △178

事業年度中の変動額合計

　　　　　　（百万円）
△178 － △178 1,276

平成19年３月31日残高

　　　　　　（百万円）
128 △1,876 △1,748 26,790

 （注1） 平成18年６月29日開催の株主総会決議における配当金支払額　219百万円

         平成18年11月22日開催の取締役会決議における配当金支払額　182百万円

  (注2)　前事業年度に係る利益処分項目であります。

 （注3） 平成18年６月29日開催の株主総会決議における取崩額　　　　　0百万円　　

 　　　　当事業年度における取崩額　　　　　　　　　　　　　 　　　 0百万円

 （注4） 平成18年６月29日開催の株主総会決議における取崩額　　　　 10百万円

 　　　　当事業年度における取崩額　　　　　　　　　　　　　　　　 10百万円
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１　資産の評価基準および評価

方法

有価証券

子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法

有価証券

子会社株式および関連会社株式

同左

有価証券

子会社株式および関連会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定し

ております。）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定し

ております。）

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左

デリバティブ

同左

 建設仮設材

　先入先出法による原価から定額法

による減耗費を控除する方法によっ

ております。

建設仮設材

同左

建設仮設材

同左

 商品、原材料

　移動平均法による原価法

商品、原材料

同左

商品、原材料

同左

 製品

　個別法による原価法

製品

同左

製品

同左

 仕掛品

　鋼製山留材、覆工板等については、

移動平均法による原価法

　スチールセグメント、Ｈ形支保工

等の個別受注品については、個別法

による原価法

仕掛品

同左

仕掛品

同左

ジェコス㈱（9991）平成 20 年 3 月期 中間決算短信

－ 36 －



 
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

２　固定資産の減価償却の方法 有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物付属設備を

除く）については、定額法

有形固定資産

同左

有形固定資産

同左

 　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　15～47年

  

 

（会計方針の変更）

 法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間から、平成19年4月１日

以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しておりま

す。これにより、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ５百万円減少しております。

（追加情報）

法人税法の改正に伴い、当中間会

計期間から、平成19年3月31日以

前に取得した有形固定資産につい

ては、償却可能限度額まで償却が

終了した翌年から5年間で均等償

却する方法によっております。こ

れにより、営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益はそれぞれ19

百万円減少しております。

 

 

 無形固定資産

定額法

無形固定資産

同左

無形固定資産

同左
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前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

３　引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権及び破産更

生債権等については財務内容評価法

により回収不能見込額を計上してお

ります。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

 賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てるため、

支給見込額基準により計上しており

ます。

賞与引当金

同左

賞与引当金

同左

 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。

　過去勤務費用は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により

費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。

退職給付引当金

同左

 

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

　過去勤務費用は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により

費用処理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法に

より翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。

 役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間期末要支給額

を計上しております。

役員退職慰労引当金

同左

役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

 役員賞与引当金

－ 

役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。

役員賞与引当金

同左

 工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備え

るため、当中間会計期間末における

請負工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつその金額を合理的に見積も

ることができる請負工事について損

失見込額を計上しております。

工事損失引当金

同左

工事損失引当金

 受注工事に係る将来の損失に備え

るため、当事業年度末における請負

工事のうち損失の発生が見込まれ、

かつその金額を合理的に見積もるこ

とができる請負工事について損失見

込額を計上しております。

４　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左
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前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

５　ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によることとして

おります。

ヘッジ会計の方法

同左

 ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ヘッジ方針

　金利スワップ取引に関する取引の

方針およびリスク管理に必要な事項

等を定めた「金利スワップ取引管理

規則」に基づき、ヘッジ対象に係る

金利変動リスクを一定の範囲内で

ヘッジしております。

ヘッジ方針

　金利スワップ取引に関する取引の

方針及びリスク管理に必要な事項等

を定めた「金利スワップ取引管理規

則」に基づき、ヘッジ対象に係る金

利変動リスクを一定の範囲内でヘッ

ジすることとしております。

ヘッジ方針

同左

 ヘッジ有効性の評価方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累計を半期ごと

に比較し、両者の変動額等を基礎に

して、ヘッジ有効性を評価しており

ます。

ヘッジ有効性の評価方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累計を半期ごと

に比較し、両者の変動額等を基礎に

して、ヘッジ有効性を評価すること

としております。

ヘッジ有効性の評価方法

同左

６　その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

 当中間会計期間から、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は

26,103百万円であります。

　なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。

　―

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

　―

 

 

 

 

 

 

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

 当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部に相当する金額は、純資産

の部と同額であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。

 （役員賞与に関する会計基準）

　役員賞与は、従来、利益処分による利益剰

余金の減少として処理しておりましたが、当

事業年度から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）

に基づき、発生時に費用処理しております。

これにより、販売費及び一般管理費が50百万

円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益が同額減少しております。
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追加情報

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 当中間会計期間末における請負工事において、

損失の発生が見込まれ、かつその金額を合理

的に見積もることができる請負工事が認識さ

れたため、当中間会計期間から、「工事損失

引当金」を中間貸借対照表の流動負債の「引

当金」に含めて計上しております。 

　なお、これにより税引前中間純利益は70百

万円減少しております。

 ―  当事業年度末における請負工事において、損

失の発生が見込まれ、かつその金額を合理的

に見積もることができる請負工事が認識され

たため、当事業年度から、「工事損失引当金」

を貸借対照表の流動負債に計上しておりま

す。 

　なお、これにより税引前当期純利益は11百

万円減少しております。

 

注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

前事業年度末
（平成19年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

      14,521百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

    14,001百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

     　　            14,180百万円

※２　消費税等の取扱い

　仮払消費税等および仮受消費税等は相

殺のうえ、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。

※２　消費税等の取扱い

同左

※２

―

※３ 手形売却未収入金

流動資産の「その他」には、手形債権流

動化による留保部分が 983百万円含まれ

ております。なお、これに対応する手形

譲渡残高は 4,793百万円であります。

※３ 手形売却未収入金

流動資産の「その他」には、手形債権流

動化による留保部分が 881百万円含まれ

ております。なお、これに対応する手形

譲渡残高は 4,390百万円であります。

※３ 手形売却未収入金

流動資産の「その他」には、手形債権流

動化による留保部分が1,149百万円含まれ

ております。なお、これに対応する手形

譲渡残高は5,973百万円であります。

※４　中間会計期間末日満期手形の会計処理

 中間会計期間末日満期手形の会計処理は、

満期日に決済されたものとして処理して

おります。当中間会計期間末日（金融機

関休業日）が満期日にあたり同日決済さ

れたものとして処理した満期手形の金額

は次のとおりであります。

 受取手形　　　　　437百万円

 支払手形　　　　2,604百万円

※４　中間会計期間末日満期手形の会計処理

 中間会計期間末日満期手形の会計処理は、

満期日に決済されたものとして処理して

おります。当中間会計期間末日（金融機

関休業日）が満期日にあたり同日決済さ

れたものとして処理した満期手形の金額

は次のとおりであります。

 受取手形　　　　　   139百万円

 支払手形　　　　   1,278百万円

※４　期末日満期手形の会計処理

　期末日満期手形の会計処理は、満期日

に決済されたものとして処理しておりま

す。当期末日（金融機関休業日）が満期

日にあたり同日決済されたものとして処

理した満期手形の金額は次のとおりであ

ります。

　　受取手形　　　　　914百万円

　　支払手形　　　　2,400百万円
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　１　減価償却額

有形固定資産     290百万円

無形固定資産 33 

　１　減価償却額

有形固定資産 280百万円

無形固定資産 34

　１　減価償却額

有形固定資産     594百万円

無形固定資産 　　73 

※２　特別利益の主な内訳

固定資産売却益

   0百万円

※２　特別利益の主な内訳

　　　　　　　　－ 

※２　特別利益の主な内訳

固定資産売却益

     0百万円

関係会社株式売却益

 92

会員権貸倒引当金戻入額

 20

※３　特別損失の主な内訳

固定資産処分損

    10 百万円

会員権処分損

 7 

工事損失引当金繰入額

 70 

※３　特別損失の主な内訳

投資有価証券評価損

    　 63百万円

減損損失

  5

貸倒引当金繰入額

  370

※３　特別損失の主な内訳

固定資産処分損

      30百万円

会員権処分損

 7 

投資有価証券評価損

 1 

工事損失引当金繰入額

  70

※４　

－ 

※４　減損損失

　当中間会計期間において当社は以下の資産

について減損損失を計上いたしました。

場所

 

 

用途

 

 

種類

 

 

減損

損失額

(百万円）

千葉県

松戸市

遊休資産

 

土地

 

　　5

 

　事業用資産、賃貸用不動産および遊休資産

について減損の兆候を検討した結果、上記の

遊休資産について将来における具体的な使用

計画がないため、路線価を基にした正味売却

価額により評価を行い、当該減少額を減損損

失として計上しております。

　なお、グルーピングの方法として、本業に

関わる事業用資産とその他の資産に分類し、

事業用資産に関しては地域別に、その他の資

産に含まれる賃貸用不動産および遊休資産に

関しては物件ごとにグルーピングを行ってお

ります。

※４　　　　　　

－ 
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

1.自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末
株式数

当中間会計期間増加
株式数

当中間会計期間減少
株式数

当中間会計期間末
株式数

普通株式 13,141株 1,026株 ―株 14,167株

 （注）自己株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

1.自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末
株式数

当中間会計期間増加
株式数

当中間会計期間減少
株式数

当中間会計期間末
株式数

普通株式 　　　15,748株 　　 1,190株 　―株 　　　16,938株

 （注）自己株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

1.自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末
株式数

当事業年度増加株式
数

当事業年度減少株式
数

当事業年度末
株式数

普通株式 　13,141株 　　 2,607株 　―株 　　　15,748株

 （注）自己株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間会計期間末残高

相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間会計期間末残高

相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および期末残高相当額

  

取得価額

相当額

(百万円)

 

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

 

中間会計

期間末残

高相当額

(百万円)

賃貸用

建設機械
 17,346 5,442 11,903

機械

及び装置
 1,700 433 1,267

合計  19,046 5,875 13,170

  

取得価額

相当額

(百万円)

 

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

 

中間会計

期間末残

高相当額

(百万円)

賃貸用

建設機械
 20,562 7,920 12,641

機械

及び装置
 1,843 675 1,167

合計  22,404 8,596 13,809

  

取得価額

相当額

(百万円)

 

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

 

期末残高

相当額

(百万円)

賃貸用

建設機械
 20,137 6,799 13,338

機械

及び装置
 1,814 547 1,267

合計  21,951 7,345 14,605

②　未経過リース料中間会計期間末残高相当

額

②　未経過リース料中間会計期間末残高相当

額

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内      2,674百万円

１年超         10,725百万円

合計         13,399百万円

１年以内         3,205百万円

１年超         10,875百万円

合計        14,080百万円

１年以内          3,113百万円

１年超        11,746百万円

合計         14,859百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額

③　支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額

③　支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額

支払リース料     1,438百万円

減価償却費相当額      1,277百万円

支払利息相当額      179百万円

支払リース料     1,802百万円

減価償却費相当額     1,585百万円

支払利息相当額      213百万円

支払リース料      3,115百万円

減価償却費相当額      2,757百万円

支払利息相当額      382百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をリー

ス契約上に残価保証の取決めがあるものは

当該残価保証額、それ以外のものは零とす

る定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

同左

（有価証券関係）

　前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価の

あるものはありません。

（１株当たり情報）

　当社は、中間連結財務諸表を作成しているため、中間財務諸表等規則第36条の３ただし書きおよび同規則第52条

の２第６項の規定により、１株当たり情報の記載を省略しております。
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